


令和２年度 第２回 

嘉麻市農業振興地域整備促進協議会 

 

 

日 時： 令和３年２月２２日（月）午後１時３０分 

場 所： 嘉麻市役所 委員室２ 

出席者： 裏面の出欠簿のとおり 

 

 

次 第 

 

１．  

 

 

２．協議事項 

 （１）農業振興地域整備計画の変更案について 

 

    編入   整理番号１   計１筆 計６３３㎡・・・・・資料１ 

         （中山間地域等直接支払交付金事業の取組みのため） 

 

    除外   整理番号２、３ 計３筆 計６２４㎡・・・・・資料２ 

         （住宅用地とするため、駐車場用地とするため） 

 

    用途変更 整理番号４、５ 計３筆 計１，７８５㎡・・・資料３ 

         （農業用施設用地とするため） 

 

３．その他 

 



氏  名 選出機関等 出欠 任期

縄田 精二 農業協同組合員 出 ・ 欠

日高 寛司 農業委員会委員 出 ・ 欠

岡本 岳志 農事区代表 出 ・ 欠

白土 良一 農事区代表 出 ・ 欠

永水 敏光 農事区代表 欠

犬丸 静雄 農事区代表 出 ・ 欠

藤中 孝幸 農事区代表 出 ・ 欠

品原 勇二 農事区代表 出 ・ 欠

赤地 淳一 農事区代表 出 ・ 欠

桑野 尚作 農事区代表 出 ・ 欠

山田 恵子 農業委員会委員 出 ・ 欠

辻田 茂 農業委員会委員 出 ・ 欠

嶋田 尋美 農業委員会委員 出 ・ 欠

山﨑 健一 農業共済組合員 出 ・ 欠

北冨 敬三 市議会が推薦した学識経験者 出 ・ 欠

井桁 徹典 出 ・ 欠

松尾 典子 出 ・ 欠

松岡 雄二 出 ・ 欠

日時：令和３年２月２２日（月） 午後１時３０分

場所：嘉麻市役所 委員室２

令和２年度第２回嘉麻市農業振興地域整備促進協議会 出欠簿

事務局

委員



嘉麻市

大字 字 地番

1 G-3 桑野 神有 1655番1 農地 田 田 633

中山間地域等直

接支払交付金事

業への取組みの

ため

農地 1  筆 633  ㎡

（田、畑、樹園地）

1  筆  筆  ㎡

633  ㎡  筆  ㎡

（様式第１号の２）

計画変更の内容（ 編入 ・ 除外 ・ 用途区分の変更 ）

整理

番号

区域

番号

土地の所在 用途

区分

台帳

地目
現況

面積

（㎡）
計画変更の目的

計

転用事業者

1  件

採草放牧地

事業内容

その他（  ）

計画変更のうち転用を伴う事案の内容（ 除外 ・ 用途区分の変更 ）

整理
農地法その他に

関する内容住所 氏名

－ 1 －

資料１



項目 検討事項

これまで、農用地区域外にあった理

由
農振法が施行された当初より白地であったため。

農用地区域編入の必要性

今回、編入し中山間地域等直接支払交付金事業を実施する

ことで、優良農地として継続的に維持管理される。

（農振法第10条第３項第２号に該当）

当該地における今後の農振変更につ

いての市町村の方針

今後、農用地として有効活用を図っていく。基本的には農

用地区域からの除外は厳しく、農振法の趣旨に基づく管理

をおこなう。

計画変更における検討事項≪編入≫

－ 2 －



－ 3 －

整理番号１

位置図



－ 4 －



－ 5 －



嘉麻市

大字 字 地番

2 C-1 上臼井 ｻﾔﾉﾓﾄ 344番1 農地 田 田 497 住宅用地

平 道ノ下 594番2 畑 畑 78

平 道ノ下 594番3 田 田 49

農地 3  筆 624  ㎡

（田、畑、樹園地）

3  筆  筆  ㎡

624  ㎡  筆  ㎡

2

3 嘉麻市平584 永水 恭典 駐車場整備

農地 駐車場用地

農地法その他に

関する内容

3 B-5

原中 祐也 住宅建設

整理
転用事業者

事業内容
住所 氏名

計

2  件

採草放牧地

その他（  ）

計画変更のうち転用を伴う事案の内容（ 除外 ・ 用途区分の変更 ）

（様式第１号の２）

計画変更の内容（ 編入 ・ 除外 ・ 用途区分の変更 ）

整理

番号

区域

番号

土地の所在 用途

区分

台帳

地目
現況

面積

（㎡）
計画変更の目的

－ 1 －

資料２



整理番号 2

添付書類

・事業計画書

・計画平面図

・代替地検討表

・農用地区域の変更表示

図

・隣接所有者承諾書

・隣接耕作者承諾書

・水利代表者承諾書

・所有者及び耕作者の営

農状況

・土地改良所在図＜４号＞

 当該変更により、農用地区域内の第三

条第三号の施設の有する機能に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該施設の設置に伴う水路への排水は、

合併浄化槽を設置することで、その機能に

影響を及ぼすおそれはない。

＜５号＞

 当該変更に係る土地が第十条第三項第

二号に掲げる土地に該当する場合にあっ

ては、当該土地が、農業に関する公共投

資により得られる効用の確保を図る観点

から政令で定める基準に適合しているか

 当該地は、土地改良事業の受益地である

が、事業完了後８年以上を経過している。

＜１号＞

 当該農業振興地域における農用地区域

以外の区域内の土地利用状況からみて、

当該変更に係る土地を農用地等以外の用

途に供することが必要かつ適当であっ

て、農用地区域以外の区域内の土地を

もって代えることが困難と認められるか

 当該案件は、別途計画平面図にあるとお

り具体的な転用計画が認められ、施設の種

類及び利用形態から位置及び規模は適当と

判断される。また、別添のとおり候補地の

検討を行った結果、当該地以外に適当な代

替地はない。

＜２号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る農用地の集団化、農作業の効率化その

他土地の農業上の効率的かつ総合的な利

用に支障を及ぼすおそれがないと認めら

れるか

 当該施設に供される土地は農用地区域の

変更表示図のとおり宅地に接する農用地区

域の端部に位置し、集団的農用地の中央に

介在するものではないことから、当該農用

地区域からの除外による周辺農地の効率的

かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれは

ない。

＜３号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る効率的かつ安定的な農業経営を営む者

に対する農用地の利用の集積に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該地は、認定農業者及び集落営農組織

等の担い手が農業経営を営む土地に該当せ

ず、また、その計画もないことから、効率

的かつ安定的な農業経営を営む者に対する

農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれ

はない。

事業面積 497㎡

法律第13条第2項各号に掲げる

検討要件
検討内容

計画変更における検討事項について≪除外≫

転用事業者 原中 祐也

事業内容 住宅建設

－ 2 －



－ 3 －



－ 4 －



－ 5 －



整理番号 2

田 畑 宅地 雑種地 その他 田 畑 宅地 雑種地 その他 田 畑 宅地 雑種地 その他

ほ場整備地区 497

地 区 外

1,259 914

〇 〇 〇

○ 〇 〇

○ 〇 〇

△ 〇 〇

△ 〇 〇

〇 × 〇

〇 〇 〇

△ × 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

○ 〇 〇

〇 × ×

〇 × ×

排 水 関 係
下水道は未整備であるが、合併処理浄

化槽を設置することで、隣接する排水路

への排水は可である。

下水道は未整備であるが、合併処理浄

化槽を設置することで、隣接する排水路

への排水が可となる。

下水道は未整備であるが、合併処理浄

化槽を設置することで、隣接する排水路

への排水が可となる。

検 討 結 果

市街化が進んでいる区域の農地であり、土地

改良事業から８年が経過していることから、周

辺農地への影響は少なく、事業計画に関して当

事者双方が合意している。

市街化が進んでいる区域の農地であることか

ら、周辺農地への影響は少ないが、所有者が

今後も農地として利用する意思である。

市街化が進んでいる区域の農地であることか

ら、周辺農地への影響は少ないが、所有者が

今後も農地として利用する意思である。

周 囲 へ の 影 響
周辺は住宅や商業施設であり、住宅の

建設による周囲への影響は少ない。

周辺は住宅や商業施設であり、住宅の

建設による周囲への影響は少ない。

周囲は住宅と河川であり、周囲への影

響は少ない。

給 水 の 確 保
（上水道配水管口径）

給水区域 給水区域 給水区域

土地所有者との合意
事業計画に関して当事者双方が合意して

いる。

所有者は今後も農地として利用する意思

である。

所有者は今後も農地として利用する意思

である。

道 路 環 境
１方が農道に接しているが、幅員が狭

い。

南側に県道があるが、高低差があり、

間に約１ｍ幅の水路がある。田への進

入路は狭く、新たな進入路の確保が必

南側が道路に接しており、道路環境は良

い。

周辺農地の営農に

対する影響

方角から住宅の建設による南側の農地

への日照等への影響は少ない。

方角から住宅の建設による北側の農地への日

照等への影響が考えられる。また、進入箇所

が１箇所で狭いため、新たな進入路の確保が

必要である。

隣接する農地が無いことから、営農への

影響は無い。

都市計画上の地域区分又は

都市計画マスタープランで

の位置づけ

準都市計画区域内 準都市計画区域内 準都市計画区域内

農地に隣接しているが、端部に位置して

いるため、集団性への影響は少ない。

北側が農用地区域に隣接しているが、３

方は住宅や商業施設に隣接していること

から、集団性への影響は少ない。

隣接する農地は無く、集団性への影響は

無い。

土地改良事業への

影響の有無

土地改良事業の受益地ではあるが、事

業完了から８年以上経過しており、影響

は少ない。

事業計画はない。 事業計画はない。

周

辺

農

地

へ

の

影

響

土砂の流出、災害発

生の危険性

平坦地であり北側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。

平坦地であり南側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。

平坦地であり南側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。

土地改良施設への

影響の有無

予定地内に土地改良施設は存在しな

い。

予定地内に土地改良施設は存在しな

い。

予定地内に土地改良施設は存在しな

い。

農地の集団性への

影響の有無

農 業 公 共 投 資
土地改良事業の工事が完了した年度の

翌年度から起算して８年が経過してい

る。

無し 無し

農 地 の 利 用 状 況
30年 作付なし

元年 作付なし

２年 作付なし

30年 水稲

元年 水稲

２年 水稲

30年 水稲

元年 水稲

２年 水稲

そ の 他

農

地

種

別
497 100% 1,259 100% 914 100%

第 ２ 種 農 地

候

補

地

土

地

種

別

所有区分（地目）
農

業

振

興

地

域

農 用 地

区 域

白 地 地 域

農 業 振 興 地 域 外

第 １ 種 農 地

甲 種 農 地

第 ３ 種 農 地

代替地検討表

候補地 申出地 上臼井344-1 代替地１ 上臼井295-1 代替地２ 上臼井285-3
項目 平坦地 筆数１筆 面積497㎡ 平坦地 筆数１筆 面積1,259㎡ 平坦地 筆数１筆 面積914㎡

－ 6 －



－ 7 －



－ 8 －

道の駅うすい



－ 9 －



－ 10 －



－ 11 －



－ 12 －



所有者
又は

耕作者

農家
類型

認定
農業者

区分
元経営
面積①

計画地
内面積

②

差引
①－②

現状 今後の対応

計 663 497 166
田 663 497 166
畑 0 0 0
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑

（所有者・耕作者）の営農状況

専業西田恭子  作付けなし
耕作者不在のため荒
廃の恐れあり。

－ 13 －



－ 14 －



整理番号 3

添付書類

・事業計画書

・計画平面図

・代替地検討表

・転用事業者が所有する

土地

・農用地区域の変更表示

図

・隣接所有者承諾書

・隣接耕作者承諾書

・水利代表者承諾書

・所有者（耕作者）の営

農状況

・土地改良所在図＜４号＞

 当該変更により、農用地区域内の第三

条第三号の施設の有する機能に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該施設の設置による隣接する水路の機

能は、グレーチングによる蓋掛けをおこな

うことで、その機能に影響を及ぼすおそれ

はない。

＜５号＞

 当該変更に係る土地が第十条第三項第

二号に掲げる土地に該当する場合にあっ

ては、当該土地が、農業に関する公共投

資により得られる効用の確保を図る観点

から政令で定める基準に適合しているか

 当該地は、土地改良事業の受益地である

が、事業完了後８年以上を経過している。

＜１号＞

 当該農業振興地域における農用地区域

以外の区域内の土地利用状況からみて、

当該変更に係る土地を農用地等以外の用

途に供することが必要かつ適当であっ

て、農用地区域以外の区域内の土地を

もって代えることが困難と認められるか

 当該案件は、別途計画平面図にあるとお

り具体的な転用計画が認められ、施設の種

類及び利用形態から位置及び規模は適当と

判断される。また、別添のとおり候補地の

検討を行った結果、当該地以外に適当な代

替地はない。

＜２号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る農用地の集団化、農作業の効率化その

他土地の農業上の効率的かつ総合的な利

用に支障を及ぼすおそれがないと認めら

れるか

 当該施設に供される土地は農用地区域の

変更表示図のとおり宅地に接する農用地区

域の端部に位置し、集団的農用地の中央に

介在するものではないことから、当該農用

地区域からの除外による周辺農地の効率的

かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれは

ない。

＜３号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る効率的かつ安定的な農業経営を営む者

に対する農用地の利用の集積に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該地は、認定農業者及び集落営農組織

等の担い手が農業経営を営む土地に該当せ

ず、また、その計画もないことから、効率

的かつ安定的な農業経営を営む者に対する

農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれ

はない。

事業面積 127㎡

法律第13条第2項各号に掲げる

検討要件
検討内容

計画変更における検討事項について≪除外≫

転用事業者 永水 泰典

事業内容 駐車場整備

－ 15 －



－ 16 －



－ 17 －



整理番号 3

田 畑 宅地 雑種地 その他 田 畑 宅地 雑種地 その他 田 畑 宅地 雑種地 その他

ほ場整備地区 49 78

地 区 外

1,259 442

〇 〇 〇

○ 〇 〇

○ 〇 〇

△ 〇 〇

△ 〇 〇

〇 × 〇

〇 〇 〇

△ × 〇

〇 〇 △

〇 〇 〇

○ 〇 〇

〇 × ×

〇 × ×

代替地検討表

候補地 申出地 平594-2 代替地１ 平51-1 代替地２ 平41-5
項目 平坦地 筆数２筆 面積127㎡ 平坦地 筆数１筆 面積1,259㎡ 平坦地 筆数１筆 面積442㎡

候

補

地

土

地

種

別

所有区分（地目）
農

業

振

興

地

域

農 用 地

区 域

白 地 地 域

農 業 振 興 地 域 外

第 １ 種 農 地 127 100% 1,259 100%
甲 種 農 地

第 ３ 種 農 地

第 ２ 種 農 地

農 業 公 共 投 資
土地改良事業の工事が完了した年度の

翌年度から起算して８年が経過してい

る。

土地改良事業の工事が完了した年度の

翌年度から起算して８年が経過してい

る。

なし

農 地 の 利 用 状 況
30年 作付なし

元年 作付なし

２年 作付なし

30年 作付なし

元年 作付なし

２年 作付なし

100%そ の 他 442

農

地

種

別

北側は住宅地に隣接、その他は農地に

隣接しているが、端部に位置しているた

め、集団性への影響は少ない。

集団化した農地の端部であることから

集団性への影響は少ない。
なし

土地改良事業への

影響の有無

土地改良事業の受益地ではあるが、事

業完了から８年以上経過しており、影響

は少ない。

土地改良事業の受益地ではあるが、事

業完了から８年以上経過しており、影響

は少ない。

なし

周

辺

農

地

へ

の

影

響

土砂の流出、災害発

生の危険性

平坦地であり北側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。

平坦地であり南側道路と同程度の盛土

をしても土砂流出の危険性は低い。
なし

土地改良施設への

影響の有無

予定地内の土地改良施設は、蓋掛けに

よる機能確保が可能なため施設への影

響は少ない。

予定地内に土地改良施設は存在しな

い。
なし

農地の集団性への

影響の有無

道 路 環 境 北側が道路に接しているが幅員が狭い。
隣接する道路は、幅員が狭い未舗装の農

道のみで道路環境は悪い。

県道に隣接しておりが、道路環境は良

い。

周 囲 へ の 影 響 影響を受けるものは特にない。 影響を受けるものは特にない。
交差点付近であるため、駐車場からの

出入に注意が必要である。

周辺農地の営農に

対する影響

方角から住宅の建設による南側の農地

への日照等への影響は少ない。

進入路となる農道は幅員が狭く、農作

業車両との離合が出来ず、営農への影

響が考えられる。

なし

都市計画上の地域区分又は

都市計画マスタープランで

の位置づけ

区域区分が定められていない都市計画区

域
区域区分が定められていない都市計画区域 区域区分が定められていない都市計画区域

土地所有者との合意
事業計画に関して当事者双方が合意して

いる。

事業計画に関して土地所有者との合意に

至っていない。

事業計画に関して土地所有者との合意に

至っていない。

検 討 結 果

集団化した農地の端部であり、土地改良事業

から８年が経過していることから、周辺農地へ

の影響は少なく、事業計画に関して当事者双方

が合意している。

集団化した農地の端部であり、土地改良事業

から８年が経過していることから、周辺農地へ

の影響は少ないが、事業計画に関して土地所有

者との合意に至っていない。

事業計画に関して土地所有者との合意に至って

いない。

給 水 の 確 保
（上水道配水管口径）

給水区域 給水区域 給水区域

排 水 関 係
排水は雨水のみで、面積が少ないこと

から隣接する水路への排水は可である。

排水は雨水のみで、面積が少ないこと

から、隣接する施設への排水は可であ

る。

下水道は未整備であるが、合併処理浄

化槽を設置することで、隣接する排水路

への排水が可となる。
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誠心園



－ 21 －

障がい者支援施設「誠心園」

稲築東小学校

稲築東中学校



－ 22 －



－ 23 －



－ 24 －



－ 25 －



所有者
又は

耕作者

農家
類型

認定
農業者

区分
元経営
面積①

計画地
内面積

②

差引
①－②

現状 今後の対応

計 24,584 24,457 127
田 21,528 21,479 49
畑 3,056 2,978 78
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑

（所有者・耕作者）の営農状況

永水恭典 兼業  
申出地は令和２年ま
で作付けなし。

現状で作付けされて
おらず、営農への影
響はない。
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嘉麻市

大字 字 地番

下山田 森元 1312番2 田 田 597

下山田 森元 1312番3 田 田 1,041

5 C-1 下臼井 宮日田 108番
農地→

農業用施

設用地

田 田

1,521

のうち

147

農機具格納庫用

地

農地 2  筆 1,785  ㎡

（田、畑、樹園地）

2  筆  筆  ㎡

1,785  ㎡  筆  ㎡

4

5

嘉麻市下山田1121-1 農事組合法人やまだ

農機具格納庫及び附

帯する休憩所、駐車

場整備

嘉麻市下臼井1270-31 原田 啓二 農機具格納庫建設

整理
転用事業者

事業内容
農地法その他に

関する内容住所 氏名

計画変更のうち転用を伴う事案の内容（ 除外 ・ 用途区分の変更 ）

4 A-3
農地→

農業用施

設用地

農機具格納庫及

び附帯する休憩

所、駐車場用地

計

1  件

採草放牧地

その他（  ）

（様式第１号の２）

計画変更の内容（ 編入 ・ 除外 ・ 用途区分の変更 ）

整理

番号

区域

番号

土地の所在 用途

区分

台帳

地目
現況

面積

（㎡）
計画変更の目的

－ 1 －

資料３



整理番号 4

添付書類

・事業計画書

・計画平面図

・農用地区域の変更表示

図

・隣接所有者承諾書

・隣接耕作者承諾書

・水利代表者承諾書

・所有者及び耕作者の営

農状況

・地籍図

計画変更における検討事項について≪用途変更≫

転用事業者 農事組合法人やまだ

事業内容 農機具格納庫及び付帯施設整備

事業面積 1,638㎡

法律第13条第2項各号に掲げる

検討要件
検討内容

＜４号＞

 当該変更により、農用地区域内の第三

条第三号の施設の有する機能に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該施設の設置により、土地改良施設等

の有する機能に影響を及ぼすおそれはな

い。

＜１号＞

 当該農業振興地域における農用地区域

以外の区域内の土地利用状況からみて、

当該変更に係る土地を農用地等以外の用

途に供することが必要かつ適当であるか

 当該案件は、別途計画平面図にあるとお

り具体的な転用計画が認められ、施設の種

類及び利用形態から位置及び規模は適当と

判断される。

＜２号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る農用地の集団化、農作業の効率化その

他土地の農業上の効率的かつ総合的な利

用に支障を及ぼすおそれがないと認めら

れるか

 当該施設に供される土地は、集団的農用

地の中央に介在するものの、周辺農地の耕

作者は転用事業者である認定農業者であ

り、当該農地をその農業用施設用地とする

ことは、周辺農地の効率的かつ総合的な利

用上必要であり支障を及ぼすおそれはな

い。

＜３号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る効率的かつ安定的な農業経営を営む者

に対する農用地の利用の集積に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該地は認定農業者かつ地域の中心経営

体である転用事業者が自らの効率的かつ安

定的な農業経営を達成するためのものであ

り、今後の周辺農地の集積に必要であると

判断される。
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下山田小学校
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所有者
又は

耕作者

農家
類型

認定
農業者

区分
元経営
面積①

計画地
内面積

②

差引
①－②

現状 今後の対応

計 266,927 265,289 1,638
田 266,927 265,289 1,638
畑 0 0 0
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑

（所有者・耕作者）の営農状況

農事組合
法人やま

だ
専業 〇 麦、大豆を作付け

作付面積の減少に対しては、
施設整備による作業効率の
向上から新たな借受け等にて
対応する。
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整理番号 5

添付書類

・事業計画書

・計画平面図

・農用地区域の変更表示

図

・隣接所有者承諾書

・隣接耕作者承諾書

・水利代表者承諾書

・所有者及び耕作者の営

農状況

・土地改良所在図

計画変更における検討事項について≪用途変更≫

転用事業者 原田 啓二

事業内容 農機具格納庫建設

事業面積 147㎡

法律第13条第2項各号に掲げる

検討要件
検討内容

＜４号＞

 当該変更により、農用地区域内の第三

条第三号の施設の有する機能に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該施設の設置により、土地改良施設等

の有する機能に影響を及ぼすおそれはな

い。

＜１号＞

 当該農業振興地域における農用地区域

以外の区域内の土地利用状況からみて、

当該変更に係る土地を農用地等以外の用

途に供することが必要かつ適当であるか

 当該案件は、別途計画平面図にあるとお

り具体的な転用計画が認められ、施設の種

類及び利用形態から位置及び規模は適当と

判断される。

＜２号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る農用地の集団化、農作業の効率化その

他土地の農業上の効率的かつ総合的な利

用に支障を及ぼすおそれがないと認めら

れるか

 当該施設に供される土地は農用地区域の

変更表示図のとおり宅地に接する農用地区

域の端部に位置し、集団的農用地の中央に

介在するものではないことから、農業用施

設への変更による周辺農地の効率的かつ総

合的な利用に支障を及ぼすおそれはない。

＜３号＞

 当該変更により、農用地区域内におけ

る効率的かつ安定的な農業経営を営む者

に対する農用地の利用の集積に支障を及

ぼすおそれがないと認められるか

 当該地は、認定農業者及び集落営農組織

等の担い手が農業経営を営む土地に該当せ

ず、また、その計画もないことから、効率

的かつ安定的な農業経営を営む者に対する

農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれ

はない。
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農業用倉庫
　 80㎡

21ｍ7ｍ
砂利埋上

用途変更範囲
　　147㎡

下臼井108番
　1,521㎡
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道の駅うすい

牛隈小学校
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所有者
又は

耕作者

農家
類型

認定
農業者

区分
元経営
面積①

計画地
内面積

②

差引
①－②

現状 今後の対応

計 5,927 5,780 147
田 5,927 5,780 147
畑 0 0 0
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑
計
田
畑

（所有者・耕作者）の営農状況

原田啓二 兼業 × 主食用米 特になし
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